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【背景・目的】昭和 22 年 3 月に制定された教育基本法の
第 3 条に教育の機会均等が明示され、学校教育法の第 45 
条を受けて昭和 22 年 10 月文部省令として「中等学校通






















 全国にある高等学校通信制課程 130 校の学校長宛に協
力依頼文書、調査用紙を郵送した。研究協力に同意する場
合は、養護教諭にアンケート調査を渡してもらった。その
結果、有効回答数 42 校（有効回答率 32.3%）を分析対象
とした。 
２． 調査内容 






















の養護教諭が 16 人（38.1％）、非常勤の養護教諭が 25 人
（59.5％）であった。養護教諭経験年数は 31 年以上が 13



































































































松井由美子 1)、塚本康子 1) 




と称して 17 の開発目標（SDGs）と 169 のターゲットを設
定しミレニアム開発目標で達成できなかったものを継続
して強化することを宣言している 1)。インドネシアは妊婦
死亡率が出生 10 万人当たり 360 人と未だに高い状態が続
いており母子保健の大きな課題となっている。政府は
1990 年代から日本の母子健康手帳を参考にインドネシア
版母子保健ブック（BUKU KESEHATAN IBU DAN 
ANAK:以下 KIA とする）を導入し、母子健康診査など母
子保健サービスの向上を目指してきた。本研究の目的は
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